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本資料のうち，枠囲みの内容

は，機密事項に属しますので

公開できません。 



 「設備別記載事項の設定根拠に関する説明書」の記載内容を補足するための説明資料リストを以

下に示す。 

 

工認添付書類 補足説明資料（内容） 備考 

Ⅴ-1-1-5 

設備別記載事項の設定根拠に

関する説明書 

1. 可搬型代替注水ポンプ（A-1 級），可搬型代

替注水ポンプ（A-2 級），大容量送水車（原

子炉建屋放水設備用），大容量送水車（熱

交換器ユニット用），大容量送水車（海水

取水用）に使用する可搬型ホースの必要数

及び保有数の考え方について 

― 

2. 接続口配置図 ― 

3. タンクローリによる燃料補給の成立性に

ついて 
― 

4. 配管内標準流速について 今回提出範囲 

5. 熱交換器の伝熱容量について 今回提出範囲 

 



 
 
 
 
 

４．配管内標準流速について 
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１． 概要 
   V-1-1-5「設備別記載事項の設定根拠に関する説明書」に記載のある標準流速は内部

流体及び配管径等からメーカ社内基準に基づき定められており，本資料では各配管内

標準流速について記載する。 
   なお，第一ガスタービン発電設備で使用する配管の一部については，「機械設計便覧

（第 3版）」に基づく管内流速を使用し，補機駆動用燃料設備で使用する配管について

は，「化学プラント建設便覧（改訂 2版）」に基づく標準流速を使用する。 
 
２． 各系統における配管内標準流速 
   表１及び表２に各系統における配管内標準流速を示す。 
 
３． 配管内許容最高流速について 
   表３に流体による浸食・配管振動を生じさせない配管内の許容最高流速を示す。 
   圧力損失増大による最高使用圧力及び動力などへの影響が小さいと判断できる場合 
 には，標準流速を超えて使用することを許容している。 
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表１ 配管内標準流速（目安値） 

内部流体＊1 配管口径 
標準流速 

(m/s) 

＊2

淡
水 

低圧水 

50A 以下  

～  

200A 以上  

高圧水 

50A 以下  

～  

200A 以上  

＊2

蒸
気 

低圧蒸気 全口径  

高圧蒸気 

50A 以下  

～  

300A 以上  

自由膨張蒸気 全口径  

空
気
・
ガ
ス 

圧縮 全口径  

一般 全口径  

海水＊2 
100A 以下  

100A 超過  

油 全口径 

 

 

 

 

薬品 全口径  

注記 ＊1：配管肉厚がスケジュール 80以上の場合を高圧，スケジュール 80未満の場合

を低圧とする。空気・ガス（圧縮）は，計装用圧縮空気系，所内用圧縮空気

系を対象とする。 

＊2：淡水，海水，蒸気（高圧）においては，運転状態が短期（非常時）の場合，

本表記載値の 1.5 倍を基準流速範囲とする。（非常用炉心冷却系の定例試験時

使用（1回／1ヶ月），定期検査時のみ使用（1回／年）など。） 

＊3：（内挿）と記載した箇所は，流速を記載した前後配管呼び径で直線補間するこ

とにより内挿し，設定する。 

＊4：配管肉厚がスケジュール 40 以下は，最大  m/s とする。 

＊5：原子炉冷却材圧力バウンダリとなる配管では表 3に示す配管内許容最高流速

を基準流速とする。 
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   ＊6：製作メーカによる標準流速の違い。 

 

表２ ポンプ廻り配管内標準流速 

ポンプ種類 配管 
標準流速 

(m/s) 

うず巻ポンプ 
吸込配管（静水頭）  

吸込配管（加圧）  

往復動ポンプ 
吸込配管  

吐出配管  

 

表３ 配管内許容最高流速 

流体の種類 運転形態 
許容最高流速 

(m/s) 

淡水，海水 
長期（通常）  

短期（非常時）  

蒸気 ―  

空気・ガス 
圧縮  

一般  

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．熱交換器の伝熱容量について 
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１．代替原子炉補機冷却系熱交換器（P27-D2000，P27-D3000，P27-D4000）の容量（設計熱交換

量）について 
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1．概要 

V-1-1-5-3「設備別記載事項の設定根拠に関する説明書（原子炉冷却系統施設）（代替原子炉補機

冷却系熱交換器（P27-D2000，P27-D3000，P27-D4000））」の容量（設計熱交換量）について補足説

明を行う。 

 

2．容量（設計熱交換量）の算出 

保守性を有した評価による原子炉停止 48時間経過後の崩壊熱  MWを 2個の熱交換器で除熱で

きる容量として，  MW／個以上とする。 

 

3．伝熱面積の設定 

重大事故等時に原子炉補機冷却設備として使用する代替原子炉補機冷却系熱交換器の伝熱面積

は，下記を考慮して決定した。 

 

（1）必要最小伝熱面積 

代替原子炉補機冷却系熱交換器の必要最小伝熱面積は，設計熱交換量  MW／個を満足す

るための性能計算で求められる  m2／個とする。 

必要最小伝熱面積は，設計熱交換量，熱通過率及び高温側と低温側の温度差の平均値である

対数平均温度差を用いて下記のように求める。 

 

必要最小伝熱面積＝ ×∆ ＝   × ＝  ≒  m2 

 

Q  ：設計熱交換量(W)   ＝  （＝  MW／個） 

K  ：熱通過率(W／(m2・K))＝ （メーカデータ値より） 

⊿T ：対数平均温度差(K) 図 3-1 及び向流形の算出式より 

⊿T＝
( ) ( )

 

  ＝
(        ) (        )

        
 

  ＝  ≒  K 

（引用文献：「伝熱工学資料 改訂第 4版」（1986 年 日本機械学会） 

Th1：一次側（ＲＣＷ側）の入口温度(℃)＝  

Th2：一次側（ＲＣＷ側）の出口温度(℃)＝  

Tc1：二次側（海水側）の入口温度(℃)＝  

Tc2：二次側（海水側）の出口温度(℃)＝  
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図 3-1 熱交換器の対数平均温度差の概念図 

 

（2）公称伝熱面積 

   代替原子炉補機冷却系熱交換器の公称伝熱面積は，下記より算出する。なお，伝熱板有効枚数

は，公称伝熱面積の算出結果が，必要最小伝熱面積に汚れによる性能低下を見込み約  %の余

裕を考慮した値となるように設定したものである。 

   A1＝N×Aｐ 

    ＝  ×  ＝  m2≒  m2 

A1 ：公称伝熱面積(m2) 

Ｎ ：伝熱板有効枚数(枚)＊         ＝  

Aｐ ：伝熱板１枚当たりの有効伝熱面積(m2) ＝  

 

  ＊当該熱交換器の両端部各 1 枚の伝熱板は熱交換に寄与しないため，伝熱板の総数から 2枚除

いた枚数が伝熱板有効枚数となる。 

 

（3）伝熱面積の設計確認値 

代替原子炉補機冷却系熱交換器の伝熱面積の設計確認値は，公称伝熱面積と同じ  m2とす

る。 

  

Tc2 Th1 

Th2 Tc1 

二次側 

（海水側） 

一次側 

（RCW 側） 
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２．代替原子炉補機冷却系熱交換器（P27-D1000，P27-D5000）の容量（設計熱交換量）について 
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1．概要 

V-1-1-5-3「設備別記載事項の設定根拠に関する説明書（原子炉冷却系統施設）（代替原子炉補機

冷却系熱交換器（P27-D1000, P27-D5000））」の容量（設計熱交換量）について補足説明を行う。 

 

2．容量（設計熱交換量）の算出 

保守性を有した評価による原子炉停止 48時間経過後の崩壊熱  MWを 2個の熱交換器で除熱で

きる容量として，  MW／個とする。 

 

3．伝熱面積の設定 

重大事故等時に原子炉補機冷却設備として使用する代替原子炉補機冷却系熱交換器の伝熱面積

は，下記を考慮して決定した。 

 

（1）必要最小伝熱面積  

代替原子炉補機冷却系熱交換器の必要最小伝熱面積は，設計熱交換量  MW を満足するた

めの性能計算で求められる  m2／個とする。 

必要最小伝熱面積は，設計熱交換量，熱通過率及び高温側と低温側の温度差の平均値である

対数平均温度差を用いて下記のように求める。  

 

必要最小伝熱面積＝ ×∆  + ×∆  ＝  ＋  

         ＝  ≒  m2 

 

Q    ：設計熱交換量(W)    ＝  （＝  MW／個） 

Qi   ：  の熱交換量(W) ＝  

Qj   ：  の熱交換量(W) ＝  

Kia  ：  の熱通過率(W／(m2・K))＝ （メーカデータ値より） 

Kja  ：  の熱通過率(W／(m2・K))＝ （メーカデータ値より） 

⊿Ti：  の対数平均温度差(K) ＝図 3-1 及び向流形の算出式より 

⊿Tj：  の対数平均温度差(K) ＝図 3-1 及び向流形の算出式より 

⊿Ti＝
( ) ( )

 

   ＝
(   ) (    )    

 

  ＝  ≒  K 
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⊿Tj＝
( )

 

   ＝
(    ) (    )    

 

   ＝  ≒  K 

（引用文献：「伝熱工学資料 改訂第 4 版」（1986 年 日本機械学会） 

Tih1：  の一次側（ＲＣＷ側）の入口温度(℃)＝  

Tih2：  の一次側（ＲＣＷ側）の出口温度(℃)＝  

Tic1：  の二次側（海水側）の入口温度(℃) ＝  

Tic2：  の二次側（海水側）の出口温度(℃) ＝  

Tjh1：  の一次側（ＲＣＷ側）の入口温度(℃)＝  

Tjh2：  の一次側（ＲＣＷ側）の出口温度(℃)＝  

Tjc1：  の二次側（海水側）の入口温度(℃) ＝  

Tjc2：  の二次側（海水側）の出口温度(℃) ＝  

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-1 熱交換器の対数平均温度差の概念図 

 

（2）公称伝熱面積 

代替原子炉補機冷却系熱交換器の公称伝熱面積 A1は，下記より算出する。 

A1＝N×Aｐ 

     ＝  ×  ＝  m2≒  m2 

A1 ：公称伝熱面積（m2） 

Ｎ ：伝熱板有効枚数（枚）＊         ＝  

Aｐ ：伝熱板１枚当たりの有効伝熱面積（m2） ＝  

 

＊当該熱交換器の両端部各 1 枚の伝熱板は熱交換に寄与しないため，伝熱板の総数から 2枚除いた

枚数が伝熱板有効枚数となる。 

 

（3）伝熱面積の設計確認値 

代替原子炉補機冷却系熱交換器の伝熱面積の設計確認値は，汚れによる性能低下を見込み，

 %の余裕を考慮した場合の必要伝熱面積とし，下記のように求める。 

   

Tic2，Tjc2 Tih1，Tjh1 

Tih2，Tjh2 Tic1，Tjc1 

二次側 

（海水側） 

一次側 

（RCW 側） 
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A’＝ ×∆  + ×∆  ＝  ＋  

            ＝  ≒  m2 

A’：伝熱面積の設計値(m2)  

Kib：鈍角パターン領域の余裕  ％の伝熱板熱通過率(W／(m2・K))＝ （メーカデータ値

より） 

Kjb：混合パターン領域の余裕  ％の伝熱板熱通過率(W／(m2・K))＝ （メーカデータ値

より） 

 




